




      「自治体破綻の財政学 




 米国では、グレート・リセッションが発生した 2008 年以降、比較的大規模な自治体破綻
が相次ぎ、2013 年 7 月にはミシガン州デトロイト市が連邦破産法第 9 章に基づく破産申請
を行った。同市の負債規模は 180 億ドルを超え、米国史上最大の自治体破産となったが、1
年 5 か月の破産手続きにより、70 億ドル以上の債務が削減され、財政再建の道筋がつけら
れた。 
 一方、日本では、自治体の破産、すなわち債務調整を認める法制度は存在しないが、2003
















 本論文は、このような問題意識のもと、以下の 2 つの目的を有している。 
 第 1 は、デトロイト市を中心に、同市を含む 2008 年以降の 5 つの自治体破綻（破産）の
事例研究を行い、米国における自治体破綻の背景とその後の再建プロセスとしての自治体
破産手続きの実態を包括的かつ体系的に明らかにすることである。 






 本論文は、以下のとおり、序章と 5 部・15 章から構成されている。 
 
 序 章 デトロイト市の破綻が意味するもの 
第一部 自治体破綻をめぐる日米の議論 
 第 1章 日本の自治体破綻法制をめぐる議論 
 第 2章 米国内の自治体破綻をめぐる議論 
第二部 デトロイト市の破綻と再建プロセス 
 第 3章 財政破綻の背景と破産申請の波紋 
 第 4章 デトロイト市の破産手続き 
 第 5章 破産手続き終了後の再建プロセス 
第三部 ミシガン州内の地方自治と州の対応 
 第 6章 ミシガン州内の地方自治制度 
 第 7 章 州の強権的介入と地方自治の関係 
第四部 近年の米国自治体の破綻事例 
 第 8 章 カリフォルニア州バレホ市 
 第 9 章 カリフォルニア州ストックトン市 
 第 10 章 ロードアイランド州セントラルフォールズ市 
 第 11 章 アラバマ州ジェファーソン・カウンティ 
第五部 デトロイト破綻の特徴と日米比較からの教訓 
 第 12 章 米国における自治体破綻の背景 
 第 13 章 デトロイト市再建プロセスの特徴 
 第 14 章 夕張市再建手続きとの比較 












































 同市の破産手続きは 1 年 5 か月という異例のスピードで終了し、年金や一般財源保証債









































持つ 2008 年以降の 4 つの自治体破綻（破産）の事例研究を行った。 













































 最終章となる第 15 章では、ここまでの研究・分析結果を踏まえ、日米の自治体財政再建
制度の最大の相違点である債務調整導入の是非を中心に、デトロイト市をはじめとする米
国の自治体破綻の経験から日本が学ぶべき教訓を考察した。その結果、①債務調整導入論
者が主張する「市場による規律付け」の限界、②民間企業と異なり清算手続きのない自治
体への債務調整導入の弊害、③自治体破綻に伴う有形・無形の様々なコストの存在などか
ら、日本においては、債務調整よりも早期健全化と債務完済の徹底や、財政再建と地方自
治の両立を図ることの重要性が浮き彫りにされた。 
 以上のとおり、日米の自治体財政再建制度をその運用の実態を含めて比較した結果、早
期健全化と債務完済の徹底を特長とする日本の自治体財政健全化法が、デトロイト市をは
じめとする米国の自治体破綻からの教訓を先取りする形で制定されていることが論証され
た。先行研究が主張するように、「市場による規律付け」を求めて債務調整という自治体救
済制度を導入すれば、債務完済というこれまでの大原則が崩壊し、自助努力で早期健全化
に取り組むよりも債務調整による救済を受けるインセンティブが働き、早期健全化の仕組
みも骨抜きになるおそれがある。したがって、今後も自治体財政健全化法の基本的枠組み
を維持していくことこそが、デトロイト市を反面教師とした最大の教訓であり、「第 2 のデ
トロイト」を生み出さないための最も簡易かつ確実な方法なのである。 
